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高知県働き方改革推進会議における確認事項の進捗状況

② 正社員求人を確保し、正社員就職・正社員転換を図る
ユースエール認定企業を令和5年1月から令和7年12月ま
での期間に10社以上新規認定する（令和7年12月まで）

① 高知県内の年次有給休暇の取得率を70%以上にする
（令和７年まで）

高知県 令和６年 71.1％（全国66.9％）全国順位9位

令和５年 53.２％（全国65.3％）全国順位46位
 （厚生労働省令和７年就労条件総合調査の特別集計を基に厚生労働省雇用環境・均等局総務課雇用環境政策室が作成）
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③ 女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定）を受けた
企業数を20社以上とし、プラチナえるぼし認定企業を2社
誕生させる（令和７年まで）

プラチナえるぼし認定 【２社】

(学)平成学園  (株)高知銀行

ユースエール認定 【12社】

フソ―化成(株) 植田興業(株) 明治建設(有) ワールドビジネスシス

コム(株) (株)須崎青果 (株)カネエイ (株)土居建設 福留開発(株)

久保建設(株) (株)三谷組 山下電機(株) 山本建設(株)

※令和７年度より就職氷河期世代を含む中高年層（35歳～59歳）の不安定就労者・無業者の正社員就職件数

えるぼし認定 【２３社】

(株)あさの (株)四国銀行 高知信用金庫 (株)Yell Pharmacy

(株)西日本セイムス (株)幸 (株)SHIFT PLUS 高陽開発(株)

高知空港ビル(株) ワールドビジネスシスコム(株) (株)ダイセイ

中勝建設(株) (株)轟組 (株)地研 (株)土佐御苑 ミタニ建設工業(株)

フクヤ建設(株) (株)GLC GLOBAL JAPAN 和建設(株)

大旺新洋(株) (株)テラムラ (株)エースワン (株)メディコ

※令和７年12月末現在、太字は令和７年新規認定事業場



① 年次有給休暇の取得促進に向けた取組状況

○「働き方・休み方改善コンサルタント」による

コンサルティング等

令和６年度支援実績・・・127件

令和７年度支援実績・・・ 92件（令和７年12月末現在）

○ セミナー等による周知啓発

・労働局、監督署、安定所が開催するセミナー等での

周知啓発

・ホームページ、広報誌による周知

○ 労働局からの協力要請等

・高知県働き方改革推進支援センター利用勧奨

・年次有給休暇の取得促進に係る働きかけ

自治体・各種団体を通じた周知・広報

（県下88団体に対し3回実施）



② 正社員就職・正社員転換の実現に向けた取組状況

高知労働局では、正社員就職・正社員転換の実現に向け

て積極的な取組を行っています。

1 取組の柱

① 正社員求人の開拓

② 正社員就職の強化

③ 企業に対し「非正規雇用労働者の正社員転換」の呼びかけ

2 取組事項

① 県内主要経済団体、企業等に対する協力要請

② 非正規雇用労働者や新規学卒未内定者に対する正社員就職

支援

③ 正社員化を支援する「トライアル雇用助成金」（６年度

58件）「キャリアアップ助成金」（６年度141件）や、

従業員のスキルアップを目的とした「人材開発支援助成

金」（６年度 計画届提出件数78件）

（人への投資促進コース・

事業展開等リスキング支援

コース）の周知広報活動

④ 優良な中小企業を認定し、

若年者の採用を後押しする

「ユースエール認定制度」

の周知広報活動



③ 女性の活躍の実現に向けた取組状況

高知労働局では、女性の活躍の実現に向け以下のことに取り組んでいます。

企業訪問、セミナー等実施時に、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動

計画策定を働きかけ、一般事業主行動計画を策定している企業に対しては、

えるぼし認定取得の働きかけを行っています。

また、「えるぼし」や「くるみん」の認定を、就職活動の

際の企業選択の指標の一つとする学生等の若年者や女性求職

者が増えているため、今年度からは労働局及び関係機関主催

の事業所説明会や面接会等において、「えるぼし」

「くるみん」認定企業ブースにバナーを設置し、求職者等に

対して、女性の活躍促進や仕事と子育ての両立支援のための

取組が優良な企業であることをアピールするとともに、認定

を受けていない企業に対して、「えるぼし」「くるみん」認

定取得促進に向けての周知を行っています。

これらの取組により、令和7年度においては、9社の企業が

えるぼし認定を取得しました。

令和７年度 えるぼし認定企業 （令和７年12月末現在）

（株）メディコ

（株）轟組

（株）テラムラ （株）エースワン

大旺新洋（株）

ミタニ建設工業（株） フクヤ建設（株）

和建設（株）
(株)GLC

GLOBAL JAPAN



（参考）高知県の現状

○人口：653,741人（2025.1.1現在）

-6.3%（対2020.1.1現在697,772人）
（高知県推計人口）

○15～64歳年齢人口：346,920人（2025.1.1現在）

-7.7%（対2020.1.1現在375,936人）
（高知県推計人口）

○事業所数：33,064事業所（従業者数275,477人）

（総務省「経済センサス活動調査（令和3年6月1日現在）」）

○有効求人倍率：1.10倍（全国1.19倍）
（令和7年12月現在 高知労働局）

○正社員有効求人倍率：1.00倍（全国1.06倍）
（令和７年12月現在 高知労働局）

○県内の非正規の職員・従業員割合：28.3%

（全国31.6%）
（総務省「令和4年就業構造基本調査」（調査は5年毎に実施））

○育児をしている者に占める有業者割合：89.2%

（全国85.2%）
（総務省「令和4年就業構造基本調査」（調査は5年毎に実施））
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